




























140 万人が付属労働に従事し，これは労働者全体の 5.4％（Anastasia, Bombelli, & Maschio, 2016: 
38），被用者（lavoratore subordinato）の 10％近くに相当するまでとなった（UIL, 2016: 6）。そし
て，急速な普及拡大の途上にあった 2017 年 3 月，この付属労働は労働組合からの強い反対を背景
に廃止されることとなった。










な就労と滞在を主とする入国管理政策下に置かれている（Triandafyllidou & Marchetti, 2013; 
Miyazaki, 2019）。また，家事労働領域の無申告労働比率は，1990 年代初頭から 2000 年代にかけて















的である。De Angelis & Marrone（2017）によるバウチャーの国際比較，法学的，統計的な分析
を含む総合的な考察，Anastasia, Bombelli, ＆ Maschio（2016）による職種や就労形態の移動に関







年 3 月 CGIL 家事労働者部門担当者の談）。特に 1958 年には「家事労働者保護法」法律 339 号が制定され，1974
年には最初の家事労働領域の全国労働協約を有することとなった。また現行の政労使による家事労働協約では，清
掃や調理等の狭義の家事に加えて，要介護者のケアから厩番や庭師までを含む非常に広範な労働内容を区分しつつ
もそれらを包括している（小谷，2016）。またイタリアは，2012 年に ILO の家事労働者条約 189 号条約（2011 年）
をヨーロッパ諸国として初めて批准している。
（2）　特に強くこうした見解を示したのは，家事使用者団体の ASSINDAT-COLF とイタリア三大労組の UIL であっ
た。ヒアリングはイタリア，ローマにおいて 2016 年 3 月 20 ～ 28 日に実施した。










労働の要因になっていると指摘されてきた（Ministry of Economy and Finance, 2015; Schneider, 
2013; Jin, Fukahori, & Morgavi, 2016）。そして 1990 年代以降，とりわけ 2000 年代のイタリアでは
労働市場改革と社会保障改革が展開された。
　その労働市場改革では雇用の弾力化・柔軟化が進められた。1997 年の通称トレウ・パック
（Pacchetto Treu）（1997 年 6 月 24 日法律 196 号）は，いわゆる派遣労働を解禁し，見習い，パー
トタイム，有期労働契約について新たな枠組みを導入し，その後 2001 年には有期雇用契約の適用







　その後，2012 年のモンティ・フォルネーロ改革（2012 年 6 月 28 日法律 92 号）では，労働者憲
章法と呼ばれた 1970 年の法律 300 号 18 条の改正によって解雇規制が緩和された。さらに同法 18
条の不当解雇への救済と規制については，2014 年 12 月 10 日法律 183 号を中心とする通称ジョブ
ズ・アクト（Jobs Act）によって，不当な事由で解雇された労働者に対する補償は金銭的補償のみ
となり，原職復帰の原則は廃止されることとなった。これは労働者憲章法 18 条の不当解雇への労




員）と自営業者について 2018 年から一律 66 歳に，さらに 2021 年以降は 67 歳以降への引き上げが
決定された（中益，2012）。
　このように労働市場改革と年金改革が大々的に進められたのに対して，急速な高齢化に伴い








場の家事労働者である。現在，こうした家事労働者は申告労働者だけで 88.2 万人，その 8 割程度
は外国人である（2011 年）（Castagnone, Salis, & Premazzi, 2013）。こうした 2000 年代後半以降の
イタリアのケアモデルは，「家族モデル」から「移民のいる家族モデル」（Bettio, Simonazzi, & 
Villa, 2006）に移行していると指摘され，さらに高齢者介護領域については，家族のみがケア供給
源となる「デフォルトの家族主義」から，現金給付や移民家事労働者を通じた介護供給により「潜






















ティーを基盤に，長期的な視点で依存症からの快復を目指す共同体のこと（Valentine, White, & Taylor, 2007）。
「治療共同体（terapeutic comunity）」は「快復コミュニティー（communità di recupero（伊），recovery community
（英）」に極めて近い語句と考えられるが，ここでは原語の直訳である「快復コミュニティー」を訳語とする。






　制度創設から 2 年後，2005 年 5 月 14 日法律 80 号では，付属労働の発注者の適用範囲が拡大さ
れ，新たにサービスセクターの家族企業（6）への適用が可能となり，一般的な付属労働者の年間報酬
額の上限は 5,000 ユーロ，家族企業における付属労働者では 10,000 ユーロが上限となった（MLPS, 
2016: 2）。




われ，先に定められた通り年間 5,000 ユーロを上限とした（Anastasia, Bombelli, & Maschio, 2016: 
3-4）。
　また，2008 年の全国社会保障公社（Istituto Nazionale della Previdenza Sociale，これ以降 INPS
とする）通達 94 号では，1 バウチャーの総価値が 10 ユーロで，このうち報酬は 7.5 ユーロ，年金
保険料 1.3 ユーロ，労災保険料 0.7 ユーロ，手数料等 0.5 ユーロと設定された。バウチャーの入手
方法は，INPS の地方支部でのチケットのような紙媒体か，同公社のホームページからの電子媒体
での購入となること，また付属労働者は疾病手当，出産手当，失業手当，家族手当の受給対象外で
あること等が明記された（Anastasia, Bombelli, & Maschio, 2016:3-4; Lamberti 2013: 191）。2008
年 8 月 6 日法律 133 号では，25 歳未満の学生と年金生活者以外の主体の農業分野での収穫などの
臨時的な季節労働への従事，さらに家事労働への従事が可能となった。2008 年の INPS 通達 104





Bombelli, & Maschio, 2016: 4-5）。
　2009 年 4 月 5 日法律 33 号では，基本的に 25 歳未満の学生と年金受給者はあらゆる職種への従
事が可能となった。さらに同年 12 月 23 日法律 91 号では，パートタイム労働者による付属労働へ










治体が発注者となることが可能となった（Anastasia, Bombelli, & Maschio, 2016: 5）。
　2010 年には，付属労働制度を規定外の方法で利用した場合，これを無申告（闇）労働とみなし




た（Anastasia, Bombelli, & Maschio, 2016: 5）。
（2）　臨時的，例外的な性質の消滅―2012年「モンティ・フォルネーロ労働市場改革」以降









は総額 5,000 ユーロ，発注者が専門職業家（7）などの場合は発注者 1 人につき 2,000 ユーロとされ
（MLPS, 2016: 2），また例外はあるものの原則として付属労働者の労働 1 時間は 1 バウチャー（総





の更新と発行に必要な最低収入額を満たすこととなった（Sagulo, 2015: 212; Licari, 2016）。
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2015 年 6 月 15 日の委任立法 81 号等の関連立法群を通称ジョブズ・アクト（Jobs Act）と称して
労働市場改革が実施された。その最大の争点は解雇法制の改正であったが，付属労働制度に関して
も主として 2 つの変更点があった。まず年間 7,000 ユーロ（ただし専門職業家等の発注者は 1 人に
つき 2,000 ユーロ）への年間受領上限額の引き上げ，次に作業やサービスのいわゆる請負
（esecuzione di appalti）による付属労働利用の禁止である（Fana, Guarascio, & Cirillo, 2016; 
Sagulo, 2015）。また同年，電子媒体でのバウチャー使用の際には事前申告 ･ 連絡といういわゆるト
レーサビリティー（追跡可能性：tracciabilità）が義務化され，ジョブズ・アクトの改正法（2016
年 9 月 24 日委任立法 185 号，10 月 8 日より実施）では，従来から無申告（闇）労働の隠蔽を許容



























障害を除去する」責務があるとした憲法 3 条や，労働の保護を謳った 38 条（8）と相容れないと指摘
された（De Angelis & Marrone, 2017: 19-20; イタリア共和国上院国際部，2018）。
3　付属労働制度の廃止と後続制度―「家族手帳」と「臨時労働契約」の導入
　2017 年の 3 月，暫定措置令（decreto legge）25 号をもって，付属労働の廃止が決定された。す
なわち，唯一バウチャーを通じた労働形態は，同年 12 月末日をもって廃止されることとなった。
これは 2008 年 8 月に，短期且つ不定期の収穫労働に対してバウチャーが実験的に導入されてから
8 年 8 ヶ月後のことで，2010 年代以降バウチャー利用が爆発的な増加をみせ，イタリアの多岐にわ
たる短期的な有期労働形態のなかでも注目され始めていた矢先のことであった（Padaci, Raspanti, 
& Burroni, 2017）。さらに 2016 年 10 月には，付属労働の発注者に対して，当該労働が開始される
日時以前に所轄の労働監督署に当該労働の開始と終了日時と就労場所について申告するトレーサビ





遇にある者）の新たなフロンティア」と称し（Marra & Turcio, 2016），イタリア最大の労働組合
CGIL は，付属労働制度廃止の是非を問う国民投票を提案した。しかし実際にはこの国民投票は実
施されないままに付属労働制度は廃止となった。これは，その実施による政治的混乱を回避するた
めの，イタリア政府による政治的決断であったというのが実情であった（Mazzon, 2017; Pedaci, 
Raspanti, & Burroni, 2017; OECD, 2018）。
　また，付属労働の廃止の翌月には，後続の制度となる新しい臨時労働（lavoro occasionale）に
関する暫定措置令が出された（2017 年 4 月 24 日暫定措置令 50 号，同年 6 月 21 日法律 96 号より
改正）。そこでは，基本的に前制度の骨格は残存し，バウチャーも踏襲されたが，単一の制度で




（8）　イタリア共和国憲法は，3 条 2 項で，「市民の自由，平等を事実上制限し，人間の完全な形成およびすべての労
働者の政治的，経済的，社会的組織への実質的参画を阻止する経済的および社会的秩序への障害を除去すること













　2019 年の第 1 四半期の月平均利用者数は，「臨時労働契約」では 1.9 万人で，月平均の総報酬額
は 250 ユーロ，また「家族手帳」では 1 万人で，280 ユーロであった（ISTAT, 2019: 10）。制度施
行開始からの期間が短く，今後の動向の継続的観察が必要となるものの，これら付属労働の後続の
2 制度の利用は，2017 年 7 月～ 2018 年 2 月の 8 ヶ月間で月平均の総労働時間が 30 万時間であっ
た。これに対して従前の付属労働では，2016 年 7 月から 2017 年 2 月までの同じく 8 ヶ月間で 1,100
万時間であり，単純にみれば付属労働による総労働時間は後続制度のそれの 36.7 倍に及んだ。す
なわち，後続制度の「家族手帳」と「臨時労働契約」の利用規模は，少なくとも現状では従前の付
属労働制度に比して大幅に縮小したといえる（Centra et al., 2018）。
　このように，現状で後続制度の利用規模が大幅に縮小した要因として，従前の付属労働制度と比
較して，1）街中のタバコ販売店での購入方法を廃止したこと，2）発注者を 5 人以下の被用者を擁
する者にのみ限定したこと，また 3）発注者に対する年間利用上限総額を 5,000 ユーロに設定した
こと，を挙げることができる（Anastasia & Bombelli, 2017）。このうち 1）のタバコ販売店でのバ
ウチャーの入手方法は，従前の付属労働制度で 5 つの入手方法のうち全体の 68％を占めていた




されている（Centra et al., 2018）。また，そもそも付属労働制度については従来から，その制度目
的とされる無申告労働の顕在化を必ずしも促さないという指摘もあり（UIL, 2016），実際，付属労
働者 1 人当たりの利用バウチャー数は，無申告労働比率が低い北部州群において高く，これが高い
















　経済学者の Del Boca & Mundo（2017: 69-74）らもまた，付属労働制度の廃止とこれを主導し
た労働組合の CGIL を強く批判した。その批判は次の 2 点に向けられた。第 1 に，INPS やイタリ











Anastasia, Bombelli, & Maschio（2016），10 ページ程度の労働・社会政策省（MLPS, 2016），そし
て 20 ページ程度の三大労組の 1 つ UIL（2016）の統計データの報告書に限られる。また後続制度
の実態は，Anastasia & Bombelli（2017）が取り上げたが，2017 年 9 月末時点の後続制度施行後間
もない分析であり，限定的であった。
　2015 年のバウチャーの業種別販売数をみると，本来の各業種規模の違いや上記 3 点の報告書の
違いに留意する必要はあるが，総じて付属労働の規模が大きい業界といえるのが「レストラン・ホ
テル」といった観光・飲食業であり，次いで小売業や製造業であった（Anastasia, Bombelli, & 
Maschio, 2016）。また UIL と労働・社会政策省の報告書でも数値や業種分類が若干異なるものの，
いずれも小売業と観光業が最大規模となった（MLPS, 2016; UIL, 2016）（次頁表 1）。
　2008 年から 2015 年までの間の付属労働の利用は，いずれの属性においても大幅に増加した。こ
の間，付属労働の発注者数は 9.7 千人から 47.2 万人へと 48.6 倍に，付属労働者数は 2.4 万人から
138 万人へと 57.5 倍に，バウチャー数は 48 万から約 8800 万へと 183.2 倍に激増した。また，付属
労働者総数に占める女性比率は 21.5％から 51.5％へ，EU 域外国民の比率は 0.7％から 8.6％へ，さ
らにバウチャーの年間平均受領額は受領者 1 人当たり 187 ユーロから 633 ユーロに 3.4 倍増加した
（次々頁表 2）。
（10）　Del Boca & Mundo（2017）はイタリアの現行の社会政策に対する批判的な著書である。その序文を担当した
イタリア社会政策研究の第一人者である Maurizio Ferrera は，イタリアにおける政治的議論の悪習として，実証
的経験を踏まえていかに問題を解決するかよりも，容易なスケープゴートを見つけようとする傾向があり，このこ
とは特に労働市場と社会保障についての議論の際に見られると述べた（Del Boca & Mundo, 2017: ix）。付属労働制
度の廃止をめぐる一連の経緯はまさにその象徴的事例といえるのではないだろうか。














1 　第一次産業（農林水産） 16,341 49,771 1,585,902 3.0 32 97
2 　第二，三次産業の民間企業
　鉱業 188 436 40,246 2.3 92 214
　製造業 41,386 138,395 10,798,721 3.3 78 261
　エネルギー，ガス，水道 124 325 32,789 2.6 101 264
　建設 13,813 32,187 2,153,756 2.3 67 156
　小売 53,335 165,682 11,248,768 3.1 68 211
　レストラン ･ ホテル 75,243 579,887 23,441,169 7.7 40 312
　交通 ･ 通信 7,256 29,552 2,013,785 4.1 68 278
　金融 1,635 3,101 302,284 1.9 97 185
　企業サービス ･ 情報処理 20,422 104,540 6,740,426 5.1 64 330
　教育 3,397 15,619 1,247,980 4.6 80 367
　保健 ･ 社会援助




























64,941 153,423 4,819,516 2.4 31 74
4 　その他










合　計 472,747 1,730,782 87,981,801 3.7 51 186








実際 2015 年の年間受領額が 100 ユーロ未満の者は全体の 3 割弱，500 ユーロ以下の者は 64.8％に
及んだ。またこの年間受領総額の男女差は小さく，その差は 10 ユーロ未満の僅差であったとはい
え，2009 年と 2015 年には女性のそれが男性を上回っていた（MLPS，2016）。
　さらに，付属労働者の公的保障適用の有無を，1）年金受給者で保障有り，2）現役被用者もしく
は失業手当の受給者であり保障有り，3）前年までは就業もしくは社会保障の適用下にあったが当
該年度はなし，4）保障なし，の 4 項目に分類し 2010 年と 2015 年におけるこれらの構成比をみた
（表 2 参照）。その結果，就業し所得があるか，もしくは所得保障制度下にある前二者 1）と 2）と，
保障下にない後二者 3）と 4）の合計比率は両年でさほど変化がなかったものの，2010 年時には 1）
年金受給者と 2）現役被用者がほぼ同率の 3 割，4）保障なしの者が約 2 割であったが，2015 年に
なると 1）年金受給者の比率が大幅に減少し 1 割未満となった一方，これ以外の保障適用下にある
2）現役被用者らが 5 割を超え，3）前年までは保障下にあった者も 1 割程度増加した一方，それ以
外の 4）保障なしは 1 割弱減少した。







領域での販売件数の比率は，UIL の報告書では約 570 万件で全体の 5.0％（UIL, 2016: 12），また労
働・社会政策省の報告書では 478 万件で全体の 4.2％とされた（MLPS，2016:7）。これに対して，
表2　付属労働制度の利用者属性の推移（2008-2015 年）


















9,728 24,755 21.5％ 0.7％ 480,239 € 187 31% 32% 14% 22%
2015 472,747 1,380,030 51.5％ 8.6％ 87,981,801 € 633 8% 55% 23% 14%
　出所：Anastasia, Bombelli, & Maschio, 2016; MLPS, 2016.
　　（1）　外国人とは EU 域外国民を指す。
　　（2）　「付属労働者の属性別比率」については 2008 年ではなく 2010 年の比率。またそれぞれの年次の 4 項目の比率
の合計が 100％。
　　（3）　現役被用者には失業手当の受給者も含まれる。　
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Anastasia, Bombelli, & Maschio らによる表 1 では家事労働領域がなく，「個人」（11）領域の発注者の
1 割程度が「家事労働」であると類推されるに留まった（2016: 38）。しかしこの「個人」における




　しかしながら 2014-15 年の領域別バウチャー販売数でみると，UIL の報告書では家事労働領域
の当該件数は 182.6 万から 574.6 万へと，2015 年の対前年比で 314.7％になり，これは農業，商業，
造園 ･ 清掃，文化 ･ スポーツ催事，サービス，観光，その他の領域という他のすべての領域と比較
しても突出した増加率となった（UIL, 2016: 12）。また同様に労働・社会政策省の報告書において
も，2015 年の当該件数が 478.8 万件，前年比増加率が 165％で，未特定の活動領域を除いて最大の
増加率となった（MLPS, 2016: 7）。
　こうした家事領域での付属労働利用の急増の要因として次の 4 点が挙げられよう。第 1 に現在の
イタリアの家事労働者は，無申告労働が過半数以上を占めるため，付属労働制度の無申告労働の顕
在化という制度目的に合致する点（Castagnone, Salis, & Premazzi, 2013:21; Pasquinelli & Rusmini, 













ス」の 3 種の項目が設けられていた。またこれらに従事した付属労働者は，合計すると約 13.7 万
で全体の 7.9％に及んだことが確認できた。このなかで，より厳密に福祉労働としてのケア労働に
該当したのが「保健 ･ 社会援助」と「それ以外の社会 ･ 個人サービス」で，この 2 業種の付属労働
（11）　「個人」の原語は “persona/e fisica/he” であり，一般的には「自然人」と訳され，法人（persona giuridica
（伊），legal/juristic person（英））の対義語であり，心身の実態を伴い個人としてその出生から死亡まで司法の完
全な権利能力を認められる人間を指す。イタリアにおいてこの権利保障に関して最上位の立法がイタリア共和国憲
法の 2 条と 3 条の基本的人権の保障に関するものである（Armani, 2001: 978）。しかしここでは便宜上「個人」と
する。
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者数はそれぞれ 30,535 人，70,515 人であり，合計すると 10 万人を超え，全体の 5.8％を占めた
（Anastasia, Bombelli, & Maschio, 2016:37）（表 1 参照）。
　このうち「保健 ･ 社会援助」領域では，発注者数と付属労働者数はそれぞれ全体の 2％未満で，
発注者 1 人当たりの労働者数は 3.8 人で平均的（全業種平均は 3.7 人）であり，バウチャー販売数
は全体の 3.1% であった。これに対して，労働者 1 人当たりのバウチャー数と発注者 1 人当たりの
バウチャー数はそれぞれ 89 と 342 で，これらはそれぞれ 51，186 という全業種平均値を大きく上
回った。
　同様に，「それ以外の社会 ･ 個人サービス」では，発注者数は「保健・社会援助」とほぼ同数で
7.9 千人で全体の 1.7%，バウチャー数は 386 万で全体の 4.4％，労働者 1 人当たりのバウチャー数
は平均的な 55 であったが，発注者 1 人当たりの労働者数は 9.0 と全体の平均値（3.7 人）を大幅に
上回っただけでなく，全業種中，唯一突出した数値となった。同様に発注者 1 人当たりのバウ
チャー数も 491 で全体平均 186 を大きく上回り，全業種中突出して高かった（Anastasia, Bombelli, 
& Maschio, 2016: 37）。




















　2017 年 3 月，付属労働利用が急激に高まるさなかに，付属労働は政治色の濃い形で廃止が決定
された。それは，付属労働が「プレカリアートの新たなフロンティア」であるという懸念が一般世












　この廃止は経済学者 Del Boca & Mundo（2017）が辛辣に批判しただけでなく，付属労働と後続


























































す。また専門用語の詳細な説明と後続制度に関する論文を提供してくださった INPS の Saverio Bombelli 氏，ならび
に UIL の方々，また現地調査に協力してくださった方々みなさまに心より御礼申し上げます。
　本研究は日本学術振興会科研費（15H02602；18K02057）の助成を受けたものです。
イタリアの付属労働（lavoro accessorio）制度の創設と廃止 , そして後続制度（宮崎理枝）
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